
(2) 日照阻害 

対象事業実施区域は農用地となっており日影を生じさせる建築物等は存在しません。また、計画施設の

存在により日影が生じることになる西から北、東方向についてみると北北東には民家が接しており、南南

東方向の概ね 150m 付近にも民家がみられます（p.3 図 2-1(2/2)参照）。 

なお、対象事業実施区域周辺において、日照阻害が問題になる建築物等は存在しません。 

 

(3) 電波障害 

対象事業実施区域周辺において視聴される地上デジタル放送の送信所は、関東広域圏親局（送信所：東

京スカイツリー）、前橋中継局（送信所：榛名山二ツ岳）、埼玉県域放送親局（送信所：浦和）があげられ

ます。関東広域圏親局（送信所：東京スカイツリー）、埼玉県域放送親局（送信所：浦和）からの電波は、

概ね南東から南南東、前橋中継局（送信所：榛名山二ツ岳）からの電波は概ね北西方向から到来していま

す。 

 

(4) 風害 

対象事業実施区域は農用地となっています。その周辺にも農用地が拡がっており、民家等も存在します

が、風害を発生させる超高層建築物は存在しません（p.3 図 2-1(2/2)参照）。 

 

(5) 光害 

対象事業実施区域は農用地となっています。その周辺にも農用地が拡がっており、民家等も存在します

が、光害を発生させる夜間照明設備を有する施設は存在しません（p.3 図 2-1(2/2)参照）。 

 

(6) 温室効果ガス排出量 

令和 3 年度の二酸化炭素排出量は、上尾市では産業部門、伊奈町では運輸部門の割合が最も高く、次い

で上尾市では家庭部門、伊奈町では産業部門の割合が高くなっています。また、経年変化を見ると、上尾

市では概ね減少傾向にありますが、伊奈町では横ばいで推移しています。 

 

(7) 一般環境中の放射性物質 

環境省では、放射性物質に関する特別措置法に基づく汚染状況重点地域の指定や、除染実施計画を策定す

る地域の要件は、0.23µSv/h 以上の地域としています。この基準と比較すると、対象事業実施区域周辺にお

いて測定された放射線量は十分に低い値です。 

 

 

 

第４章 調査項目 

 

１．環境影響評価項目 

環境影響評価項目は、対象事業の実施に伴う環境影響要因と当該地域の特性を勘案し、埼玉県環境影響

評価技術指針に準拠して選定しました。 

選定結果は表 4-1 に示すとおりであり、大気質、騒音・低周波音、振動、悪臭、水質、土壌、動物、植

物、生態系、景観、自然とのふれあいの場、史跡・文化財、日照阻害、電波障害、廃棄物等、温室効果ガ

ス等の 16 項目を選定しました。 
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表 4-1 環境影響評価項目の選定 

 

 

 

 

 

 

建
設
機
械
の
稼
働

資
材
運
搬
等
の

車
両
の
走
行

造
成
等
の
工
事

施
設
の
存
在

施
設
の
稼
働

自
動
車
等
の
走
行

二酸化窒素又は窒素酸化物 ○ ○ ○ ○
二酸化硫黄又は硫黄酸化物 ○

◎ ○ ○
微小粒子状物質 ○ ○
炭化水素 ◎ ○
粉じん ○ × ×
水銀等（水銀及びその化合物） ○
その他の大気質に係る有害物質 ○
騒音 ○ ○ ○ ○
低周波音 ○

振動 振動 ○ ○ ○ ○
臭気指数又は臭気の濃度 ○
特定悪臭物質 ○

生物化学的酸素要求量（BOD)又は化学的
酸素要求量（COD)

△

浮遊物質量（SS) ◎ △
窒素及び燐（T-N、T-P)  △
水温
水素イオン濃度(pH) ◎ △
溶存酸素量（DO) △
その他の生活環境項目 △
健康項目等  △
強熱減量
過マンガン酸カリウムによる酸素消費量
底質に係る有害物質等 ×

地下水の水質 地下水の水質に係る有害項目 
河川等の流量、流速及び水位
地下水の水位及び水脈
温泉及び鉱泉
堤防、水門、ダム等の施設

土壌 土壌に係る有害項目 ○
地盤 地盤沈下

土地の安定性
地形及び地質（重要な地形及び地質を含む。）  △
表土の状況及び生産性

動物 保全すべき種 △
保全すべき種 ◎ △
植生及び保全すべき群落 ◎ △
緑の量 △

生態系 地域を特徴づける生態系 △
景観資源（自然的景観資源及び歴史的景観資源） ×
眺望景観 ○

自然とのふれ
あいの場

自然とのふれあいの場 △ △ ◎

指定文化財等 ×
埋蔵文化財 △

日照阻害 日影の状況 ○
電波障害 電波受信状況 ○
風害 局所的な風の発生状況
光害 人工光又は工作物による反射光

廃棄物 ◎ ○
残土 ◎
雨水及び処理水
温室効果ガス ○ ○ ○ ○
オゾン層破壊物質  △

一般環境中の放射性物質に
ついて調査、予測及び評価
されるべき項目

放射線の量 放射線の量  △  △

○：指針別表で標準的に選定するとされている項目
△：指針別表で事業特性、地域特性により選定するとされている項目
◎：○又は△に該当しないが、自主的に選定する項目
 △：事業特性、地域特性により判断して選定しない項目
×：指針別表で標準的に選定するとされている項目であるが選定しなかった項目

環境への負荷の量の程度に
より予測及び評価されるべ
き項目

廃棄物等

温室効果ガス
等

○

植物

○

人と自然との豊かなふれあ
いの確保及び快適な生活環
境の保全を旨として調査、
予測及び評価されるべき項
目

景観

○

史跡・文化財

水質

公共用水域の
水質

底質

水象

地象

生物の多様性の確保及び自
然環境の体系的保全を旨と
して調査、予測及び評価さ
れるべき項目

影響要因の区分 工事中 存在・供用時

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　環境影響要因

　調査・予測・評価の項目

環境の良好な状態の保持を
旨として調査、予測及び評
価されるべき項目

大気質

浮遊粒子状物質

騒音・
低周波音

悪臭
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２．選定理由または選定しなかった理由 

環境影響評価の項目として選定した理由は表 4-2 に、選定しない理由は表 4-3 に示します。 

 

表 4-2(1/2)  環境影響評価項目として選定した理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

影響要因の
区分

選定した理由

工事中 建設機械の稼働に伴う排ガスの発生、資材運搬等の車両の
走行に伴う排ガスの発生による窒素酸化物の発生が考えら
れるため選定しました。

存在・供用時 計画施設の稼働に伴う煙突からのばい煙の発生、ごみ収集
車両等の走行に伴う排ガスの発生による窒素酸化物の発生
が考えられるため選定しました。

二酸化硫黄又は
硫黄酸化物

存在・供用時 計画施設の稼働に伴う煙突からのばい煙の発生による硫黄
酸化物の発生が考えられるため選定しました。

工事中 資材運搬等の車両の走行に伴う排ガスの発生による浮遊粒
子状物質の発生が考えられるため選定しました。

存在・供用時 計画施設の稼働に伴う煙突からのばい煙の発生、ごみ収集
車両等の走行に伴う排ガスの発生による浮遊粒子状物質の
発生が考えられるため選定しました。

微小粒子状物質 存在・供用時 計画施設の稼働に伴う煙突からのばい煙の発生、ごみ収集
車両等の走行に伴う排ガスの発生による微小粒子状物質の
発生が考えられるため選定しました。

工事中 資材運搬等の車両の走行に伴う排ガスの発生による炭化水
素の発生が考えられるため選定しました。

存在・供用時 ごみ収集車両等の走行に伴う排ガスの発生による炭化水素
の発生が考えられるため選定しました。

粉じん 工事中 建設機械の稼働による粉じんの発生が考えられるため選定
しました。

水銀等（水銀及びその
化合物）

存在・供用時 計画施設の稼働に伴う煙突からのばい煙の発生による有害
物質（水銀）の発生が考えられるため選定しました。

大気質に係る有害物質
等

存在・供用時 計画施設の稼働に伴う煙突からのばい煙の発生による有害
物質（塩化水素、ダイオキシン類）の発生が考えられるた
め選定しました。

工事中 建設機械の稼働に伴う建設作業騒音、資材運搬等の車両の
走行に伴う道路交通騒音の発生が考えられるため選定しま
した。

存在・供用時 計画施設の稼働に伴う工場騒音、ごみ収集車両等の走行に
伴う道路交通騒音の発生が考えられるため選定しました。

低周波音 存在・供用時 計画施設の稼働に伴う低周波音の発生が考えられるため選
定しました。

振動 振動 工事中 建設機械の稼働に伴う建設作業振動、資材運搬等の車両の
走行に伴う道路交通振動の発生が考えられるため選定しま
した。

存在・供用時 計画施設の稼働に伴う工場振動、ごみ収集車両等の走行に
伴う道路交通振動の発生が考えられるため選定しました。

臭気指数又は臭気の濃
度

存在・供用時 計画施設の稼働に伴う悪臭の発生が考えられるため選定し
ました。

特定悪臭物質 存在・供用時 計画施設の稼働に伴う煙突からのばい煙の発生による悪臭
の発生が考えられるため選定しました。

騒音･低周波音 騒音

悪臭

調査・予測・評価の項目

大気質 二酸化窒素又は
窒素酸化物

浮遊粒子状物質

炭化水素

- 20 -



表 4-2(2/2)  環境影響評価項目として選定した理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

影響要因の
区分

選定した理由

水質 SS、pH 工事中 造成等の工事に伴う濁水及びアルカリ排水の発生が考えら
れるため選定しました。

BOD、SS、pH、
DO、その他の生活環境
項目（大腸菌数）

存在・供用時 計画施設における生活系排水は下水道放流または完全ク
ローズドとし、プラント系排水は処理後、場内で再利用、
余剰水を下水道放流または完全クローズドとします。その
ため、公共用水域への影響はありませんが、平常時の原市
沼川の現状の水質を把握するため調査のみを行います。

土壌 土壌に係る有害項目 存在・供用時 計画施設の稼働に伴う煙突からのばい煙の発生及び焼却灰
の飛散による有害物質（ダイオキシン類）の土壌への沈
降、蓄積が考えられるため選定しました。

工事中 建設機械の稼働、資材運搬等の車両の走行、造成等の工事
に伴い保全すべき種の生息環境の変化、改変、消失が考え
られるため選定しました。

存在・供用時 計画施設の存在による保全すべき種の生息環境の変化、改
変、消失が考えられるため選定しました。

植物 保全すべき種、植生及
び保全すべき群落

工事中 造成等の工事に伴う濁水の影響により、河道内の保全すべ
き種の生育環境の変化、改変、消失が考えられるため選定
しました。

保全すべき種、植生及
び保全すべき群落、緑
の量

存在・供用時 計画施設の存在による保全すべき種の生育環境の変化、改
変、消失、また、植生及び保全すべき群落の改変、消失、
緑の量の変化が考えられるため選定しました。

工事中 建設機械の稼働、資材運搬等の車両の走行、造成等の工事
に伴い保全すべき種の生息環境の変化、改変、消失が考え
られるため選定しました。

存在・供用時 計画施設の存在による地域を特徴づける生態系の変化が考
えられるため選定しました。

景観 眺望景観 存在・供用時 計画施設の存在による周辺地域からの眺望景観の変化が考
えられるため選定しました。

工事中 建設機械の稼働、資材運搬等の車両の走行による自然との
ふれあいの場の利用環境の変化、交通手段の阻害が考えら
れるため選定しました。

存在・供用時 計画施設の存在、計画施設の稼働、ごみ収集車両等の走行
に伴う自然とのふれあいの場の利用環境の変化、交通手段
の阻害が考えられるため選定しました。

史跡・文化財 埋蔵文化財 存在・供用時 計画施設の存在による埋蔵文化財の改変が考えられるため
選定しました。

日照阻害 日影の状況 存在・供用時 計画施設の存在による日影の状況の変化が考えられるため
選定しました。

電波障害 電波受信状況 存在・供用時 計画施設の存在による電波受信状況の変化が考えられるた
め選定しました。

工事中 造成等の工事に伴う建設廃材等の廃棄物の発生が考えられ
るため選定しました。

存在・供用時 計画施設の稼働に伴う廃棄物の発生が考えられるため選定
しました。

残土 工事中 造成等の工事に伴う残土の発生が考えられるため選定しま
した。

工事中 建設機械の稼働及び資材運搬等の車両の走行に伴う排ガス
の発生による温室効果ガス（二酸化炭素等）の発生が考え
られるため選定しました。

存在・供用時 計画施設の稼働、ごみ収集車両等の走行に伴う排ガスの発
生による温室効果ガス（二酸化炭素等）の発生が考えられ
るため選定しました。

廃棄物

温室効果ガス
等

温室効果ガス

生態系 地域を特徴づける生態
系

自然とのふれ
あいの場

自然とのふれあいの場

廃棄物等

調査・予測・評価の項目

動物 保全すべき種
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表 4-3 環境影響評価項目として選定しない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

影響要因の
区分

選定しない理由

工事中 資材運搬等の車両はタイヤ洗浄を行い、車輪・車体に付着
した土砂等を十分除去した後に退出すること、一般公道に
おいてはアスファルト舗装面を走行することから土砂等の
巻き上げはほとんどないこと、自動車排ガスに由来する粉
じんは浮遊粒子状物質として調査・予測・評価することか
ら選定しませんでした。

存在・供用時 ごみ収集車両等は、一般公道においてはアスファルト舗装
面を走行することから土砂等の巻き上げはほとんどないこ
と、自動車排ガスに由来する粉じんは浮遊粒子状物質とし
て調査・予測・評価することから選定しませんでした。

水質 T-N、T-P、その他
の生活環境項目、
健康項目等

存在・供用時 計画施設における生活系排水は下水道放流または完全ク
ローズドとし、プラント系排水は処理後、場内で再利用、
余剰水を下水道放流または完全クローズドとします。公共
用水域への影響はないことから、生活環境項目の一部
（BOD、SS、pH、DO、大腸菌数）を除いて選定しませんで
した。

水質（底質） 底質に係る有害物
質等

存在・供用時 計画施設における生活系排水は下水道放流または完全ク
ローズドとし、プラント系排水は処理後、場内で再利用、
余剰水を下水道放流または完全クローズドとします。公共
用水域への影響はないことから選定しませんでした。

地象 地形及び地質（重
要な地形及び地質
を含む。）

存在・供用時 対象事業実施区域及びその周辺は概ね平坦地であり、重要
な地形及び地質も存在しないため選定しませんでした。

景観 景観資源（自然的
景観資源及び歴史
的景観資源）

存在・供用時 対象事業実施区域及びその周辺には、対象事業実施区域周
辺を眺望対象とする景観資源が存在しないため選定しませ
んでした。

史跡・文化財 指定文化財等 存在・供用時 対象事業実施区域及びその周辺には、指定文化財は存在し
ないため選定しませんでした。

温室効果ガス
等

オゾン層破壊物質 存在・供用時 フロン等のオゾン層破壊物質を含む廃棄物を処理する計画
はなく、フロン等が発生するおそれはないと考えられるた
め選定しませんでした。

放射線の量 放射線の量 工事中 対象事業実施区域周辺における空間放射線量率の測定結果
は低い値で推移しており、また、工事中は粉じん等の飛散
防止対策や土砂等の流出防止対策を実施することから、周
辺地域に拡散・流出するおそれはないと考えられるため選
定しませんでした。

調査・予測・評価の項目

大気質 粉じん
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第５章 調査方法 

 

選定した環境影響評価項目について、調査、予測及び評価の手法を以下の表5-1～16に示します。 

なお、調査については、対象事業実施区域周辺で実施する現地調査の内容について示し、現地調査を実施し

ない「廃棄物等」、「温室効果ガス等」については、予測及び評価のみを示します。 

 

表 5-1(1/3) 調査、予測及び評価手法（大気質） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5-1(1/2) 調査風景（大気質調査例） 

 

調　査　対　象
大気質の状況 ＜調査地点＞

　・二酸化窒素 　・対象事業実施区域及び周辺４地点の計５地点(図5-1参照)

　・二酸化硫黄 　　（対象事業実施区域では沿道大気を兼ねるものとし、炭化水素についても

　・浮遊粒子状物質 　　　調査を行います。(その調査方法は沿道大気欄参照))

　・微小粒子状物質(PM2.5) ＜調査期間、時期等＞

　・炭化水素 　４季に各１週間の連続調査とします。

　・降下ばいじん ＜調査項目・調査方法＞

　・水銀等（水銀及びその 　・二酸化窒素：「二酸化窒素に係る環境基準について」(昭和53年環告第38号)

　　化合物） 　・二酸化硫黄：「大気汚染に係る環境基準について」(昭和48年環告第25号)

　・塩化水素 　・浮遊粒子状物質：「大気汚染に係る環境基準について」(昭和48年環告第25号)

　・ダイオキシン類 　・微小粒子状物質：「微小粒子状物質による大気の汚染に係る環境基準について」

　　　　　　　　　　(平成21年環境省告示第33号）

　・降下ばいじん：「環境測定分析法註解」((社)日本環境測定分析協会)

　　　　　　　　　　ﾃﾞﾎﾟｼﾞｯﾄｹﾞｰｼﾞ法またはﾀﾞｽﾄｼﾞｬｰ法による測定方法(30日間調査)

　　　　　　　　（対象事業実施区域内１地点のみとします。）

　・水銀（水銀及びその化合物）：「有害大気汚染物質測定方法マニュアル」

　　　　　　　　　　　　　　　　　(平成23年環境省）

　・塩化水素：「大気汚染物質測定法指針」(昭和62年環境庁)

　・ダイオキシン類：「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁及び土壌の

　　　　　　　　　　汚染に係る環境基準について」(平成11年環告第68号)

＜調査地点＞

　・関係車両主要走行ルートの４地点(図5-1参照)

　　（対象事業実施区域では環境大気を兼ねるものとします。）

＜調査期間、時期等＞

　４季に各１週間の連続調査とします。

＜調査項目・調査方法＞

　・二酸化窒素：「二酸化窒素に係る環境基準について」(昭和53年環告第38号)

　・浮遊粒子状物質：「大気汚染に係る環境基準について」(昭和48年環告第25号)

　・微小粒子状物質：「微小粒子状物質による大気の汚染に係る環境基準について」

　　　　　　　　　　(平成21年環境省告示第33号）

　・炭化水素：「環境大気中の鉛・炭化水素の測定について」(昭和52年環大企第61号)

調　査　手　法　等

環
境
大
気

沿
道
大
気
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表 5-1(2/3) 調査、予測及び評価手法（大気質） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地上気象】                  【上層気象】 

写真 5-1(2/2) 地上気象、上層気象調査例 

  

調　査　対　象
気象の状況

〔地上気象〕

　・風向、風速

　・大気安定度

　（日射量、放射収支量）

　・気温、湿度

〔上層気象〕

　・気温

　・風向、風速

道路交通の状況

・道路の構造

・交通量の状況注１：

・走行速度 ＜調査地点＞

　・交通量の状況：関係車両主要走行ルートの４地点(図5-1参照)

　・走行速度：関係車両主要走行ルートの４地点(図5-1参照)

＜調査期間、回数＞

　・交通の状況を適切に把握できる平日、休日のそれぞれ１日間(24時間)とします。

＜調査方法＞

　・自動車交通量：カウンターにより計測調査します。

　・走行速度：ストップウオッチにより調査します。

注１：現地調査での車種区分は二輪車、小型車、大型車（特殊車は形状に応じて分類）とします。

　・上層気象：「高層気象観測指針」（平成16年気象庁）に準拠した方法

　道路の構造：現地踏査により確認します。
　交通量の状況：「全国道路・街路交通情報調査」（国土交通省）

　・上層気象：対象事業実施区域内の１地点(図5-1参照)

＜調査期間、回数＞

　・地上気象：１年間連続、

　・上層気象：４季各１週間(原則１日あたり８回)の調査とします。

＜調査方法＞

　・地上気象：「地上気象観測指針」（平成14年気象庁）に準拠した方法

＜調査地点＞

　・地上気象：対象事業実施区域内の１地点(図5-1参照)

調　　　　　　　査
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表 5-1(3/3) 調査、予測及び評価手法（大気質） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

予測手法等 評価手法
建設機械の稼働 ＜予測対象＞

（二酸化窒素） 　・二酸化窒素

＜予測時期＞

　・建設機械の稼働による大気への影響が最大となる時期とします。

＜予測地域＞ ②以下に示す環境基準等との整合

　・対象事業実施区域周辺地域とします。 　性が図られていること。

＜予測方法＞ ・環境基準（環境基本法)

　・長期平均濃度：プルーム・パフ式を用いた拡散シミュレーションにより ・「面整備事業環境影響評価

　　　　　　　　　年平均値を予測します。 　技術マニュアル」(平成11年

建設機械の稼働 ＜予測対象＞ 　11月、建設省都市局都市計画

（粉じん） 　・粉じん 　課監修)　参考値

＜予測時期＞

　・建設機械の稼働による大気への影響が最大となる時期とします。

＜予測地域＞

　・対象事業実施区域周辺地域とします。

＜予測方法＞

＜予測対象＞

　・二酸化窒素、浮遊粒子状物質、炭化水素

＜予測時期＞

　・資材運搬等の車両の走行による大気への影響が最大となる時期とします。 ②以下に示す環境基準等との整合

＜予測地点＞ 　性が図られていること。

　・資材運搬等の車両の主要走行ルートとします(図5-1参照)。 ・環境基準（環境基本法)

　　（A-6を除く３地点)

＜予測方法＞

　・長期平均濃度：プルーム・パフ式を用いた拡散シミュレーションにより

　　　　　　　　　年平均値を予測します。

施設の稼働 ＜予測対象＞

・二酸化窒素、二酸化硫黄、浮遊粒子状物質、水銀等（水銀及びその化合

　物）、塩化水素、ダイオキシン類、

＜予測時期＞

　・施設の稼働が定常の状態となる時期とします。 ②以下に示す環境基準等との整合

＜予測地域＞ 　性が図られていること。

　・対象事業実施区域周辺とし、影響が最大となる地点を含む範囲とします。 ・環境基準（環境基本法)

＜予測方法＞ ・大気汚染防止法に基づく窒素酸

　・長期平均濃度：プルーム・パフ式を用いた拡散シミュレーションにより 　化物の排出基準の改正等につい

　　　　　　　　　年平均濃度を予測します。 　て」(昭和52年6月16日環大規第

　　　　　　　　　予測項目は二酸化窒素、二酸化硫黄、浮遊粒子状物質、 　136号　(塩化水素)

　　　　　　　　　水銀等（水銀及びその化合物）及びダイオキシン類とす 　今後の有害大気汚染物質対策の

　　　　　　　　　る。 　あり方について(第７次答申)

　・短時間高濃度：プルーム式による拡散シミュレーションにより高濃度と 　(平成15年中央環境審議会)

　　　　　　　　　なる１時間値(大気安定度不安定時、上層逆転時、接地   (水銀等(水銀及びその化合物）)

　　　　　　　　　逆転層崩壊時、ダウンウォッシュ・ダウンドラフト時）

　　　　　　　　　を予測します。

　　　　　　　　　予測項目は二酸化窒素、二酸化硫黄、浮遊粒子状物質、

　　　　　　　　　及び塩化水素とします。

自動車等の走行 ＜予測対象＞

　・二酸化窒素、浮遊粒子状物質、炭化水素

＜予測時期＞

　・施設の稼働が定常の状態となる時期とします。

＜予測地点＞

　・ごみ収集車両等の主要走行ルートとします(図5-1参照)。

　　（４地点)

＜予測方法＞

　・長期平均濃度：プルーム・パフ式を用いた拡散シミュレーションにより

　　　　　　　　　年平均値を予測します。

注:微小粒子状物質については、発生源や大気中の動態等の仕組みが解明されておらず、公に認知された予測手法がないため、
   現地調査のみ実施することとし、予測は実施しないこととします。

①周辺環境に及ぼす影響が、事業
　者の実行可能な範囲でできる限
　り回避され、又は低減されてい
　るかどうかを明らかにします。

　・工事計画及び環境保全配慮事項等を勘案して定性的に予測します。また
　　は、「道路環境影響評価の技術手法」等を用いて定量的に予測します。

資材運搬等の車両
の走行

①周辺環境に及ぼす影響が、事業
　者の実行可能な範囲でできる限
　り回避され、又は低減されてい
　るかどうかを明らかにします。

・「光化学オキシダント生成防止
　のための大気中炭化水素濃度の
　指針について(答申)」(昭和51年
　8月、中央公害対策審議会)」に
　おける非メタン炭化水素の指針
　値 (炭化水素)

存
在
・
供
用
時

①周辺環境に及ぼす影響が、事業
　者の実行可能な範囲でできる限
　り回避され、又は低減されてい
　るかどうかを明らかにします。

・「光化学オキシダント生成防止
　のための大気中炭化水素濃度の
　指針について(答申)」(昭和51年
　8月、中央公害対策審議会)」に
　おける非メタン炭化水素の指針
　値 (炭化水素)

予　測　・　評　価
環境影響要因

工
事
中

- 26 -



表 5-2(1/2) 調査、予測及び評価手法（騒音） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【騒音・振動】               【交通量・走行速度】 

写真 5-2 騒音、振動、交通量調査例 

 

調　査　対　象
騒音の状況 ＜調査地点＞

　・環境騒音の音圧レベル 　・対象事業実施区域４地点（北側、東側、南側、西側）(図5-2参照)

　・道路交通騒音の音圧 ＜調査期間、時期等＞

　　レベル 　・騒音の状況を適切に把握できる平日、休日のそれぞれ１日間(24時間)とします。

＜調査方法＞

　・「騒音に係る環境基準について」（平成10年環告第64号）

　・「特定工場等において発生する騒音の規制に関する規制基準」（厚生省・

　　　農林省・通商産業省・運輸省告示1号）に定める方法

　・「JIS Z 8731:2019 環境騒音の表示・測定方法」

＜調査地点＞

　・関係車両主要走行ルートの４地点(図5-2参照)

＜調査期間、時期等＞

　・騒音の状況を適切に把握できる平日、休日のそれぞれ１日間(24時間)とします。

＜調査方法＞

　・「騒音に係る環境基準について」（平成10年環告第64号）

低周波音の状況 ＜調査地点＞

　・Ｇ特性音圧レベル 　・対象事業実施区域４地点（北側、東側、南側、西側）(図5-2参照)

　・1/3オクターブバンド音圧 ＜調査期間、時期等＞

　　レベル 　・低周波音の状況を適切に把握できる平日、休日のそれぞれ１日間(24時間)とします。

＜調査方法＞

　・「低周波音の測定方法に関するマニュアル」（平成12年環境庁）

道路交通の状況

・道路の構造

・交通量の状況注１：

・走行速度 ＜調査地点＞

　・交通量の状況：関係車両主要走行ルートの４地点(図5-2参照)

　・走行速度：関係車両主要走行ルートの４地点(図5-2参照)

＜調査期間、回数＞

　・交通の状況を適切に把握できる平日、休日のそれぞれ１日間(24時間)とします。

＜調査方法＞

　・自動車交通量：カウンターにより計測調査します。

　・走行速度：ストップウオッチにより調査します。

注１：車種区分は二輪車、小型車、大型車（特殊車は形状に応じて分類）とします。

　道路の構造：現地踏査により確認します。
　交通量の状況：「全国道路・街路交通情報調査」（国土交通省）

調　　　　　　　査
調　査　手　法　等
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：主な搬出入道路
　(破線部分は計画道路を示す。)

- 29 -



表 5-2(2/2) 調査、予測及び評価手法（騒音） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予測手法等 評価手法
建設機械の稼働 ＜予測対象＞

　・建設作業騒音の騒音レベル

＜予測時期＞

　・建設機械の稼働による騒音の影響が最大となる時期とします。

＜予測地域＞ ②以下に示す環境基準、規制基準

　・対象事業実施区域周辺地域とします。 　等との整合性が図られているこ

＜予測方法＞ 　と。

・特定建設作業騒音に係る規制

　基準（騒音規制法）

＜予測対象＞ ・騒音に係る環境基準（環境基本

　・道路交通騒音レベル 　法）

＜予測時期＞ ・工場・事業場に係る規制基準

　・資材運搬等の車両の走行による騒音の影響が最大となる時期とします。 　（騒音規制法）

＜予測地点＞

　・資材運搬等の車両の主要走行ルートとします(図5-2参照)。

　　（SV-6を除く３地点)

＜予測方法＞

　・「ASJ RTN-Model 2018」((社）日本音響学会)による伝搬理論計算式

　　により予測します。

施設の稼働 ＜予測対象＞

　・施設の騒音レベル

　・施設からの低周波音

＜予測時期＞

　・施設の稼働が定常の状態となる時期とします。

＜予測地域＞

　・対象事業実施区域周辺地域とします。

＜予測方法＞

　・施設の騒音レベル

　　施設の稼働による音圧レベルを把握し、音の伝搬理論による計算により

　　予測します。

　・施設からの低周波音

　　類似事例、環境保全のための措置等を参照して定性的に予測します。

自動車等の走行 ＜予測対象＞

　・道路交通騒音レベル

＜予測時期＞

　・施設の稼働が定常の状態となる時期とします。

＜予測地点＞

　・ごみ収集車両等の主要走行ルートとします(図5-2参照)。

　　（４地点)

＜予測方法＞

　・「ASJ RTN-Model 2018」((社）日本音響学会)による伝搬理論計算式

　　により予測します。

　・工事計画から想定される建設機械の種類、稼働台数、配置等を設定し、
　　音の伝搬理論式を用いて定量的に予測します。

資材運搬等の車両
の走行

・「低周波音の測定方法に関する
　マニュアル」(平成12年10月、
　環境庁大気保全局)に示された
　科学的知見

存
在
・
供
用
時

予　測　・　評　価
環境影響要因

工
事
中

①周辺環境に及ぼす影響が、事業
　者の実行可能な範囲でできる限
　り回避され、又は低減されてい
　るかどうかを明らかにします。
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表 5-3(1/2) 調査、予測及び評価手法（振動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

調　査　対　象
振動の状況 ＜調査地点＞

　・環境振動レベル 　・対象事業実施区域４地点（北側、東側、南側、西側）(図5-2参照)

　・道路交通振動レベル ＜調査期間、時期等＞

　・地盤卓越振動数 　・振動の状況を適切に把握できる平日、休日のそれぞれ１日間(24時間)とします。

＜調査方法＞

　・振動レベル測定方法(JIS Z 8735:1981)によります。

＜調査地点＞

　・関係車両主要走行ルートの４地点(図5-2参照)

＜調査期間、時期等＞

　・振動の状況を適切に把握できる平日、休日のそれぞれ１日間(24時間)とします。

＜調査方法＞

　・振動レベル測定方法(JIS Z 8735:1981)によります。

＜調査地点＞

　・道路交通振動の調査地点と同様とします。

＜調査期間、時期等＞

　・道路交通振動の調査期間内にそれぞれ１回とします。

＜調査方法＞

道路交通の状況

・道路の構造

・交通量の状況注１：

・走行速度 ＜調査地点＞

　・交通量の状況：関係車両主要走行ルートの４地点(図5-2参照)

　・走行速度：関係車両主要走行ルートの４地点(図5-2参照)

＜調査期間、回数＞

　・交通の状況を適切に把握できる平日、休日のそれぞれ１日間(24時間)とします。

＜調査方法＞

　・自動車交通量：カウンターにより計測調査します。

　・走行速度：ストップウオッチにより調査します。

注１：車種区分は二輪車、小型車、大型車（特殊車は形状に応じて分類）とします。

地
盤
卓
越
振
動
数

　・「道路環境影響評価の技術手法 平成24年度版」(国土技術政策総合研究所)に定め
    る測定方法(大型車の単独走行時10台分)

　道路の構造：現地踏査により確認します。
　交通量の状況：「全国道路・街路交通情報調査」（国土交通省）

調　　　　　　　査
調　査　手　法　等

環
境
振
動

道
路
交
通
振
動
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表 5-3(2/2) 調査、予測及び評価手法（振動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

予測手法等 評価手法
建設機械の稼働 ＜予測対象＞

　・建設作業振動レベル

＜予測時期＞

　・建設機械の稼働による振動の影響が最大となる時期とします。

＜予測地域＞ ②以下に示す規制基準との整合性

　・対象事業実施区域周辺地域とします。 　が図られていること。

＜予測方法＞ ・特定建設作業振動に係る規制

　基準（振動規制法）

・道路交通振動の要請限度

＜予測対象＞ 　（振動規制法）

　・道路交通振動レベル ・工場・事業場に係る規制基準

＜予測時期＞ 　（振動規制法）

　・資材運搬等の車両の走行による振動の影響が最大となる時期とします。

＜予測地点＞

　・資材運搬等の車両の主要走行ルートとします(図5-2参照)。

　　（SV-6を除く３地点)

＜予測方法＞

　・「道路環境影響評価の技術手法平成24年度版」（国土交通省国土技術

　　政策総合研究所）に示されている提案式「振動レベルの80％上端値を

　　予測するための式」を用いた計算によります。

施設の稼働 ＜予測対象＞

　・施設の振動レベル

＜予測時期＞

　・施設の稼働が定常の状態となる時期とします。

＜予測地域＞

　・対象事業実施区域周辺地域とします。

＜予測方法＞

　・施設の稼働による振動レベルを把握し、伝搬理論式により予測します。

自動車等の走行 ＜予測対象＞

　・道路交通振動レベル

＜予測時期＞

　・施設の稼働が定常の状態となる時期とします。

＜予測地点＞

　・ごみ収集車両等の主要走行ルートとします(図5-2参照)。

　　（４地点)

＜予測方法＞

　・「道路環境影響評価の技術手法平成24年度版」（国土交通省国土技術

　　政策総合研究所）に示されている提案式「振動レベルの80％上端値を

　　予測するための式」を用いた計算によります。

存
在
・
供
用
時

予　測　・　評　価
環境影響要因

工
事
中

①周辺環境に及ぼす影響が、事業
　者の実行可能な範囲でできる限
　り回避され、又は低減されてい
　るかどうかを明らかにします。

　・「工事計画から想定される建設機械の種類、稼働台数、配置等を設定
    し、振動の伝搬理論式を用いて定量的に予測します。

資材運搬等の車両
の走行
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表 5-4(1/2) 調査、予測及び評価手法（悪臭） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5-3 悪臭調査例 

 

 

表 5-4(2/2) 調査、予測及び評価手法（悪臭） 

 

 

 

 

 

 

予測手法等 評価手法
施設の稼働 ＜予測対象＞

（排出ガス） ・特定悪臭物質

（臭気の漏洩） ・臭気指数

＜予測時期＞

　・施設の稼働が定常の状態となる時期とします。 ②以下に示す規制基準等との整合

＜予測地域＞ 　性が図られていること。

　・対象事業実施区域周辺とし、影響濃度が最大となる地点を含む範囲 ・敷地境界における規制基準

　　とします（現地調査地点を含む）。 　　　　　　　（悪臭防止法）

＜予測方法＞

　・煙突排ガスによる影響は、臭気指数等についてプルーム式による

　　拡散シミュレーションにより予測します。

　・臭気の漏洩については、悪臭対策等の事業計画の内容を明らかにする

　　とともに、類似事例等を参照して予測します。

予　測　・　評　価
環境影響要因

存
在
・
供
用
時

①周辺環境に及ぼす影響が、事業
　者の実行可能な範囲でできる限
　り回避され、又は低減されてい
　るかどうかを明らかにします。

調　査　対　象 調　査　手　法　等
悪臭の状況 ＜調査地点＞

・特定悪臭物質注：22項目 　・対象事業実施区域の敷地境界(風上、風下)の２地点

・臭気指数(臭気濃度) 　・対象事業実施区域周辺の住宅地の４地点（臭気指数のみの調査とします。)

　　（大気質のA-2,3,4,5と同様)）(図5-3参照)

＜調査期間、回数＞

　・気温が高く悪臭の影響が発生しやすい夏季及び比較対象となる冬季の計２回とします。

＜調査方法＞

　・特定悪臭物質濃度：「特定悪臭物質の測定方法」(昭和47年環告示第９号)

　・臭気指数：｢臭気指数及び臭気排出強度の算定の方法｣(平成７年環告示第63号)

注：特定悪臭物質　アンモニア、メチルメルカプタン、硫化水素、硫化メチル、二硫化メチル、トリメチルアミン、アセトア

　　　　　　　　　ルデヒド、プロピオンアルデヒド、ノルマルブチルアルデヒド、イソブチルアルデヒド、ノルマルバレル

　　　　　　　　　アルデヒド、イソバレルアルデヒド、イソブタノール、酢酸エチル、メチルイソブチルケトン、トルエン、

　　　　　　　　　スチレン、キシレン、プロピオン酸、ノルマル酪酸、ノルマル吉草酸、イソ吉草酸

調　　　　　　　査
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表 5-5(1/2) 調査、予測及び評価手法（水質） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5-5(2/2) 調査、予測及び評価手法（水質） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

調　査　対　象
公共用水域の水質 ＜調査地点＞

水象の状況 　・対象事業実施区域周辺２地点(図5-4参照)

（平常時） ＜調査期間、時期等＞

　・生活環境項目等注1 　４季に各１回とします。

　・流量、流速 ＜調査方法＞

　・「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和46年環告第59号）

　・可搬式流速計等を用いる断面法によります。

　・現地踏査によります。

（降雨時） ＜調査地点＞

　・浮遊物質量（SS） 　・対象事業実施区域周辺２地点(図5-4参照)

　・濁度 ＜調査期間、時期等＞

　・電気伝導度（EC） 　・降雨時２回（各回２試料採取）

　・pH ＜調査方法＞

　・流量 　・「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和46年環告第59号）

　・可搬式流速計等によります。

土砂の性状（沈降特性) ＜調査地点＞

　・浮遊物質量（SS） 　・対象事業実施区域の代表地点

＜調査期間、時期等＞

　・土壌調査等にあわせて実施（１回）

＜調査方法＞

　・SSと静置（経過）時間との近似式を求めます。

注1：生活環境項目等　水素イオン濃度（pH）、生物化学的酸素要求量（BOD）、浮遊物質量（SS）、溶存酸素（DO）、大腸菌数

　・河川等の形状、底質の堆
　　積状況等

調　　　　　　　査
調　査　手　法　等

予測手法等 評価手法
造成等の工事 ＜予測対象＞

　・浮遊物質量（SS）、水素イオン濃度（pH）

＜予測時期＞

　・造成等の施工時とします。

＜予測地点＞ ②以下に示す環境基準、規制基準

　・工事中雨水の原市沼川合流先及びその下流とします。 　等との整合性が図られているこ

　　(現地調査地点と同様とします。)(図5-4参照) 　と。

＜予測方法＞ ・水質汚濁に係る環境基準（生活

　浮遊物質量（SS） 　環境の保全に関する環境基準）

　・工事計画、土壌沈降試験結果、濁水防止対策の内容を参照し、これまで 　(河川)（環境基本法）

　　の降雨状況を踏まえて、発生する濁水量を求め、単純混合式等により

　　予測します。

　水素イオン濃度（pH）

　・工事計画、類似事例等を参照して定性的に予測します。

予　測　・　評　価
環境影響要因

工
事
中

①周辺環境に及ぼす影響が、事業
　者の実行可能な範囲でできる限
　り回避され、又は低減されてい
　るかどうかを明らかにします。
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表 5-6(1/2) 調査、予測及び評価手法（土壌） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5-6(2/2) 調査、予測及び評価手法（土壌）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5-4 土壌調査例 

 

 

 

 

 

 

  

予測手法等 評価手法
施設の稼働 ＜予測対象＞

（排出ガス） 　・ダイオキシン類

＜予測時期＞

　・施設の稼働が定常の状態となる時期とします。

＜予測地域＞ ②以下に示す環境基準との整合性

　・対象事業実施区域内を除く現地調査地点（４地点）とします。 　が図られていること。

＜予測方法＞ ・ダイオキシン類による大気汚染

　・大気質の予測結果、類似事例等を参照して予測します。 　に係る環境基準（ダイオキシン

　類対策特別措置法）

予　測　・　評　価
環境影響要因

存
在
・
供
用
時

①周辺環境に及ぼす影響が、事業
　者の実行可能な範囲でできる限
　り回避され、又は低減されてい
　るかどうかを明らかにします。

調　査　対　象
土壌に係る有害物質の状況 ＜調査地点＞

　・ダイオキシン類 　・対象事業実施区域及び周辺４地点の計５地点(図5-5参照)

＜調査期間、時期等＞

　・１回とします。

＜調査方法＞

　・「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁及び土壌の汚染に係る環境基準に

　　ついて」（平成11年環告第68号）

調　　　　　　　査
調　査　手　法　等
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